社会統計学〈廣松毅教官〉

　　　　　　　　　　　　　　　　シケ対　後閑秀一
はじめに

過去問2006解答例のはじめにも書いたように、授業内容と過去問の乖離が甚だしいので、ノートが役に立つかどうか分かりません。でも、希望もあったし、逆に問題形式が変わって過去問の方が役に立たない可能性もあるので念のため作成します。
所々、というか多々教官の意図が読めないところがあるので、そこは板書そのままです。

ご了承ください。教科書に関連するものがあるところはページ数も添えておきます。
あと、「口調が偉そう」とのクレームがあったので今回はフレンドリーに♪

(10/9)

イントロ　統計の歴史

(1) 17世紀半ば　　イギリスの政治算術(Political Arithmetic)学派
　　　John Grant ロンドンの死亡表
　　　　　　　　統計的規則性　　　　→人口学　demography

　　　　　　　　　　　　出生性比＝（男児の数）/（女児の数）×100＝105～106

　　　　　　　　　　　　特に０歳児の平均余命＝平均寿命(life expectancy)

                        生命表　life table

　　　これらは現在にも生かされている。
　　　William Petty 政治算術

　　　　　　　　社会現象を数量的(定量的)に表現する

(２)17世紀後半　　　ドイツの国状(国勢)学派
　　　　　群雄割拠の状勢、国力を図る必要性→国状学　Staats kunde 

　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　Statistik 　ゲッティンゲン大学　アッヘンバール

　　　　　　　　官房統計　　Official Statistics

                国勢調査　　Population (and Housing) Census

(３)17世紀半ば～後半　　フランスの確率論

　　　　　　PascalとFermatとの往復書簡　　　←超ビッグ対談ですね！

17世紀半ば～　　　

国民国家　nation state 　の概念　　　cf.1648ウエストファリア条約　懐かしいね。

　領土(領域)
　領民(国民)

　主権　　　←政治学

統計の基礎知識

　　年(次)　　　calendar year   1/1～12/31　普通のカレンダーは確かにこう

　　会計年度　  fiscal year      4/1～3/31   学校生活だとこう

　　(学事歴)

(10/23)
1章～3章

	主体(↓)×種類(→)
	統計調査の結果
	業務情報

	政府
	統計法　　　一義統計
	ex)税、運転免許、社会保障犯罪、通関…　　二義統計

	民間
	統計法に準ずる
	保険…　　　情報システム　


公務員法の服務規程

①業務専念義務、スト権なし

②職務上知りえた情報の漏洩禁止　　　　　cf.一般企業は社内規則によって定める。

2005.4.1　「個人情報保護法」
　　　　　「行政機関が保有する個人情報に関する法律」

アンケート調査(意識調査、世論調査)は統計法の対象外

一次統計
二次統計（加工統計）　　一次統計を加工した統計

P36

中央政府
　　　内閣府、法務省、財務省

地方政府(地方公共団体)

　　　都道府県(広域)、市区町村(基礎)

総務省統計局

統計法(包括法)

　昭和22年3月26日　公布

　同年　　　5月1日　施行      明治憲法下

戦前　　統計三法

　国勢調査ノ実施ニ関スル法律(1905)

　統計資料実施調査ニ関スル法律(1922)　＋　国家総動員法(1928)　→物資動員計画

　革新官僚　　　川島孝彦　局長

　学者　　　　　大内兵衛・有沢廣巳　　→戦後の統計法へ

　GHQ　　　　 Reming・Rice

　平成19年5月23日　　大改正された統計法が公布

まぁこの辺の歴史は出ないでしょう。

大切なのは次か？(→2005年過去問)

(10/30)

統計法の骨子

　①統計調査の目的を明確化(第7条)
　②統計の公表(第16条)
　③目的外使用の禁止(第15条)

　④秘密の保護(第14条)

　⑤申告義務(第5条)

　⑥罰則規定(第19条)

その他として「指定統計」（第2条）、「届出統計」(第8条)を規定。
「承認統計」は統計報告調整法に規定されている。

（11/20配布のプリントにも同じ内容が記載→やっぱり大事？）

統計法　1947年　　指定/届出

統計報告調整法　1952年　　＋承認統計（２つの中間の厳しさ）

P36

指定統計

　第1号：国勢調査

　第2号：事業所統計調査

　第121号：法人土地基本調査

届出調査

　指定されるのを待っていられない場合届け出て実施

デミング　Deming

　品質管理　Quality Control　　に統計を用いる
(11/6)

　　　　　は審査・記入済みの調査票（＝個票）

　　調査方法　　　訪問留置方式が圧倒的に多い。

　　　　　　　　　インターネット方式はまだ普及していない

　　　　　　　　　（特に日本において）電話方式では信頼を得られない　　P38～40
第4章

国勢調査　　Population Census（直訳：人口全数調査）　　　　P53～

（日本）

　・西暦の末尾が０と５の年に行う

　（０の年に大規模調査＝22項目、５の年に簡易調査＝17項目）

　・本邦の領土内に居住する（＊）人全体を調査する

　・10月1日午前0時時点　　

なぜ？→4月は人の移動が多いため×　暑くも寒くもない季節

＊「居住する」について

　　現住地（actual）主義⇔常住地（usual）主義

現住地主義では、調査年の10月1日午前0時に熱海の別荘にいた女性は普段住んでいる横浜の豪邸ではなく別荘の方が住所になり、逆にちょうどその時豪邸にこっそり住まわせてもらっていた彼氏はその豪邸が住所になるそうです。
これでは現状を反映しないだろうということで戦後は常住地主義が主流になりました。しかし、常住地主義も完璧ではなく、また、この問題に限らずactual対usualの対立は統計に関する普遍的な命題のようです。

1920（大正９）年に第一回が行われて以降ルール通り実施。

45年は戦時のため中止→47年臨時調査（第六回として数える）　　P56 ～59

問題点

　　　　　　「国籍」：不法入国・滞在などに絡む　　

cf.統計法第15条　目的外使用禁止→実際は統計情報からの摘発×

　　　　　　「男女の別」：H17から性同一性障害が問題に
　　　　　　2005.4.1「個人情報保護法」　⇒特に「所得」「学歴」
調査員になりすまし詐取→封入方式
2005年　1億27＊＊万人　　　（人口のピークか）
　　　　　　　49＊＊世帯　household;同一住居同一生計

　　　（世帯人員＝総人口/総世帯数≒2.6）

　　　　1人世帯（単身世帯）　1000万　（若年単身・特に女性の高齢者単身が多い）
　　　　2人以上世帯　　　　　4000万
(11/13)
人口静態　　　　　　　　P51
　　男女別×年齢別

　　地域別→統計地図

人口動態

　　t年の人口＝（t－1）年の人口＋（出生－死亡）＋（社会的流入－流出）
　　　　　　　　　　　期首人口　　　自然増減　　　　　社会増減

　ストックex)国富　　　フロー  ex)GDP

 　　粗出生率　　　（年間出生率）/（10月1日現在日本人人口）×1000　　P68
　　合計特殊（年齢別）出生率　Total Fertility Rate　　　　P70
       15～49歳：出産可能年齢

　　　　　∑（t=15から49まで）{（母の年齢t別出生児数）/（年齢t別女子人口）}

　　　　　→一人の女子が一生に産む平均的女児数
　　　　　TFR＝2.1が置換水準（人口維持できる水準）
　　　　　ところが日本はTFR＝1.29（2004）　

政策を採っても効果が出るのは一世代後。それまで人口は減り続ける。

　　　　　　　　

(11/20)　

将来推計人口　　　（→「コーホート要因法」　11/20配布プリント）

　　T年人口＝（t－1）年人口＋自然増減＋社会増減
　　（コーホート　cohoet：同時出生集団）
　　出生率＝（1－生涯未婚率）×離死別率×夫婦完結出生力（＝現実の子供数）×出生性比
生命表　Life Table　（→「簡易生命表の概要」　11/20配布プリント）

　　　平均余命、平均寿命（＝０歳児の平均余命）
(11/27)
第4章　

P76







月末1週間に収入の伴う仕事をしたかどうかで労働力or非労働力を区別。

年初めにニューデイズの店員や巫女さんとして頑張っても関係ないってことです。

＊次の3条件を満たす者
（1）仕事がなくて調査期間中に少しも仕事をしなかった（就業者でない）
（2）仕事があればすぐ就くことができる

（3）調査期間中に、仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた（過去の求職活動の結果を待っている場合も含む）

完全失業率＝（完全失業者）/（労働力人口）×100

（actual主義）労働力調査（上の分け方）＝毎月

⇔就業構造基本調査（下の分け方）＝5年に1回（usual主義）
P77







従業上の地位　　　　P76




ここでいう雇用者とは、employerではなくemployee、つまり正確には被雇用者のこと。
P76～78

労働力人口比率＝労働力率＝（労働力人口）/（15歳以上人口）×100

　　・女子でみると「M字型カーブ」が見られる。
　　・将来労働力人口が不足するのは明らか。
　　　　→補充移民　replacement immigration受け入れ？しかし当然問題も多い。

有効求人倍率＝（有効求人数）/（有効求職者数）
　　ハローワークの集計した職業安定業務統計から得られる
(12/4)
労働三法

　　　　労働基準法　1947

　　　　労働組合法　1945→49　改正

　　　　労働関係調査法　1946

　　　　　　→中央労働委員会

労働安全衛生法　　　1972
　　　　精神衛生　mental health が後に問題
　賃金→家計収入
　労働時間→労働条件の１つ

　労働争議→労使関係
　　　↑
？　まぁ基本要素ってことか？？






総労働時間の短縮（年1800時間に）←ILO　　　　P85図4.9
　　　 work-life-balance
第5章
①世帯即性別の所得の比較

②所得階層別の所得の比較

　　　　五分位　　　　　　　　　　　　　P105表5.5
ジニ係数　　P106図5.1
　　ジニ係数がローレンツ曲線の様子をすべてジニ係数が表すわけではない。

　　つまり、同じだけ格差の広がり（狭まり）があれば、それが富裕層の中で

起こっていても貧困層の中で起こっていても数字への現れ方は同じ。
P110表5.6
　エンゲル係数＝（食料費）/（消費支出）×100
　　　　　消費支出の10大費目のうち、「食料」：富裕層ほど割合低下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　「その他」：富裕層ほど割合上昇（エンゲルの法則）

　「住居」について
　　　持ち家率が高まると、家賃支払いが減り、GNPが下がってしまう。

　　　→「持家の帰属家賃」の考え方が国民経済計算体系（SNA）には含まれる

　　　　　　　　　P288
労働力　　man（人数）
労働力×労働時間　man×hour（人数×時間）　

しかし熟練度の違いがある。労働力は減少している

→労働の生産性　productivity  の方を上げていくのが今後の問題　P87表4.10

賃金＝労働サービスの提供に対する対価（報酬）　compensation



(12/11)　　　P87

　　毎月勤労統計調査（毎勤）　　　毎月
　　賃金構造基本統計調査（賃金センサス）　　毎年
　　　年齢別、勤続年数別、男女別、学歴別．．．産業別、職種別
　　　　年功序列制賃金　seniority system
NEET、フリーターという新しい形態の登場
（←“就職氷河期”“失われた10年”のしわ寄せも。救済措置の必要性）　P77
新卒の一括採用方式は依然根強い
大学はどんな態度をとるべきか

（就職はしてもらわねば困る⇔就活ばかりにいそしまれても困る）

日本ではいわゆる「やり直し」が難しい

P95

所得＝賃金＋利子配当＋移転

所得－支出＝貯蓄（預貯金・株・債権：金融資産、土地・建物：不動産）
家計調査（毎月）

全国消費実態調査（5年毎）

　　
Y＝W＋T　（Y：所得　W：賃金　T：移転所得）
　　
E＝F＋C　（E：支出　F：移転支出　C：消費）
　　
S＝Y－E＝W＋T－(F＋C)

　　＝W－C＋(T－F)

　　＝YD－C　　　　　　　　(S：貯蓄)
　　

W＋(T－F)＝YD　可処分所得　disposable income
(12/18)　　P96
・家計調査（月次）→速報性があるぶん抽出率が低
　　　　　　　　　速報性と精度（＋予算的制約）のトレードオフ
対象　　2人以上世帯　8000　＋　単身世帯　800
　　　　　　　　（総数　　　4000万　　　　　　　1000万）
　　　記入者負担が大きい（6ヶ月間家計簿記入、初めの1か月は重量まで）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費者物価指数算出のため
　・全国消費実態調査（5年毎）
　　　　60000世帯　　　構造調査　　　　資産も調査事項

　　　　収入総額＝実収入＋実収入以外の収入＋繰入金

　　　　　　　　　　経常収入＋特別収入
　　　　支出総額＝実支出＋実支出以外の支出＋繰越金
　　　　　　　　　　消費支出＋非消費支出（＝直接税＋社会保険料＋他の非消費支出）
　　　　黒字（貯蓄）＝実収入－実支出
(1/8)

P111～

消費支出の10大費目（消費対象）別に

　　Ei=ai＋biy   
（Ei：消費費目別支出額　ｙ：消費支出額　ai：切片　bi：限界消費性向）

　　iは費目の番号、i番目の費目ってこと
　　aは基本の支出額、bは消費額全体が1円増えたときその費目への消費額はいくら増えるかを表す。一次関数y=ax＋bの「傾き：a」「切片:b」と同じですね。
　　線形支出体系　　Linear Expenditure System

ηi＝(ΔEit/Eit)/(Δyt/yt)＝bi×y/Ei　　(y、Eiはそれぞれy、Eiの平均値)

　η：支出弾力性
これは、上でみた限界消費性向を割合ベースでみた値。つまり、消費額全体が１％増えたときにその費目への消費額は何％増えるかを表す。
この値が1以上の費目は消費額全体の増加率以上の伸びを意味するから、選択的支出費目

（贅沢品）、逆に1未満の費目は基礎的支出費目（必需品）と呼ばれる。　　P113
P115表5.8

金融資産が増えている。割合も高いが、これは個人企業を含むため。純粋な個人の場合住宅・土地が多い。

（日本の）家計黒字率（貯蓄率）が高い理由
①持ち家指向が高い（60％が持ち家）

②子供の教育費
③老後の蓄え
　cf.年収倍率（P120表5.10）　住宅を取得するために何年分の収入がいるか
資産選択　Portfolio Selection 

　　安全資産（現金、管理通貨性）　　利息は０

　　リスク資産　　　　　ハイリスク・ハイリターン

残念ながらここでシケプリ提出期限内の授業分は終了です。
補講は1/30です。過去問通りの傾向なら補講でやる内容のウェイトは相当高いです。
では、テスト頑張りましょう♪
統計学





調査統計(一義)





業務統計(二義)





分散型


日本など





集権型


カナダなど





政府





都道府県





市町村





未記入問題





対象者





統計指導員





世帯





0～14歳　　年少人口





15歳以上人口





15～64歳　生産年齢人口





65～　　　老年人口





15歳以上人口





労働力人口





就業者





有業者





主に仕事





通学のかたわら仕事





家事などのかたわら仕事





完全失業者（＊）





非労働力人口





通学





家事





その他（高齢者）





仕事が主





仕事が従





家事が主





通学が主





それ以外が主





無業者





家事が主





通学が主





その他





就業者





雇用者





自営業者





家族従業者





常用雇用者





臨時雇用者





日雇雇用者





経営管理論





テイラ（Taylor）型管理経営





ホーソン（Howson）実験





formal group （職階に基づく）





Informal group （人間関係）





所定内労働時間　9:00～17:00（休憩含む8:30～17:30など）





所定外労働（残業）時間　　それ以外





家計


（労働者）





（資本家）


企業





労働





賃金








